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1．はじめに
　合弁事業や技術提携，業務提携，クロス・ライセンシングなど，互いに
独立の企業同士が相互に提携し，それぞれの強みを結合させようとする企
業間アライアンス（alliance）が，80年代に入ってから活発化してきてい
る。しかも，そうした企業行動が主たる競争企業間で競争を有利に展開す
ることを目的として採用され，アライアンスは戦略的（strategic）性格
を強めつつある（Porter＆Fuller　lg86）。またアライアンスは国内企業同士
で行われるだけでなく，さまざまな国籍の企業が相互に連携し合い，企業
の国際化とも密接な関係をもつようになった（UN　1988）。
　近年の国際的戦略アライアンス（international　strategic　alliance）は，
以下のような特徴をもっている。
　1．R＆D集約的なハイテク産業だけでなく，成熟産業の中でも自動車
や電気など，技術革新や製品のサイクルの速い部門を中心に，広範な産業
において観察されている（Mariti＆Smiley　1983，　Ghemawat　Porter＆Raw・
linson　1986）。また，同一産業内だけにとどまらず，異業種間の交流が活発
化してきている。
　2．さまざまな動機にもとづいて，研究開発，調達，生産，販売など，
企業活動の付加価値連鎖のさまざまな局面で行われうる（Porter＆Fuller
1986，Root　1988）。例えば，技術・知識の交換を目的とした技術提携やクロ
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ス・ライセンシング，共同部品調達や生産委託，生産段階での規模の経済
性を狙いとした合弁事業やノウハウの交換のための業務提携，あるいは互
いの市場への相互アクセスを可能にする販売・マーケティングにおける提
携，などが挙げられる。また，アライアンスの領域が価値連鎖の複数の活
動にまたがって行われることも多い（Mytelka　lgg1）。
　3．かつては，完全所有子会社形態を軸としてグローバルな生産・販売
ネットワークを形成することが主流で，アライアンスはそうした方式を補
完するものに過ぎなかった。したがって，支配的企業が被支配的企業に対
して経営資源の移転を行い，それに対する対価の支払いないしは経営支配
権の委譲を獲得するという図式が固定化していた。ところが昨今では，よ
り対等な立場での経営資源の相互補完的利用へと重点がシフトし，アライ
アンスはより積極的・柔軟に選択される，ないしは伝統的方法と併用され
るものへと変質してきている（竹田1ggO）。
　4．企業間の関係で見ても，ユーザー・サプライヤー間のアライアンス
だけでなく，GM一トヨタ，モトローラー東芝，日本電気一ハネウェル・
ビュル，ATT一オリベッティ，武田製薬一アボットなどのように，競合
企業間でのアライアンスが増加している。互いにライバル関係にある企業
同士が，一方では明示的な競争のルールを維持しながら他方では協調する
という，一見パラドクシカルな現象が形成されている。
　5．半導体産業や自動車産業に代表されるように，一つの企業とのアラ
ィアソス関係だけでなく，同時に複数の企業と提携関係が結ぼれ，日米欧
を中心としたグローバルなネヅトワークが形成されつつある。
　6．アライアンスが政府の戦略的貿易政策（Krugnlan　1986）の一つの有
効な手段として認識され，政府主導による国際アライアンスが数多く誕生
してきている（例えば，北米のSEMATECHと欧州のJESSIとり提携
や，ECでのESPRIT，　BRITE，　EUREKAなど）．
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　本稿の目的は，以上の諸点で特徴づけられる国際的戦略アライアンスを
どのようにとらえ，どのような視点から分析すべきか，に関して一つの分
析フレームワークを提示することにある。
　　2．定義とアプローチ
　2刊．国際・戦略・アライアンス
　国際的戦略アライアンスという用語は，戦略的パートナーシップや戦略
的提携，投資の新形態，企業間協力，企業間ネットワークなどの用語と同
様に，これまでさまざまな場で使われてきている。しかしながらそれら用
語が利用されるに際して，論者の間で必ずしも明確かつ共通の定義がある
わけではないσ
　本稿ではレトリックの問題には触れずにおき，とりあえず国際的戦略ア
ライアンスというタームを採用しよう。そして，「国際」，「戦略」，「アラ
イアンス」という3つの要素を，以下にみるように「実質的」側面から明
示的に定義し，それら3要素を同時に満たす場合に国際的戦略アライアン
スが行われているものと考えよう（図表1）。したがって，その制度的形態
　　　　　　　　　図表　1　　国際的戦略アライアンスの3要素
国際性 国際的戦略アライアンス
戦略性
　　　　　　　継続性…アン・〈
　　　　　　　アセットの共有
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ないしは法的形態に必ずしもとらわれるものではない。
　第一に，アライアンスの「国際性」について。国際的アライアンスとは，
アライアンス活動が国境を越えて展開されることを意味している。それは，
異なる国籍をもった企業間でのアライアンスだけでなく，同一国籍の企業
同士が外国や世界市場でのビジネスを展開する際に行うアライアンスも含
んでいる1）。アライアソスが国際的次元をもつことで，少なくとも2力国
以上に事業活動の場が広がり，その結果，政府が明示的な役割を果たすよ
うになる。
　第二に，アライアンスの「戦略性」について。戦略的視点からの国際的
戦略アライアンスの分析は，次節で詳しく行われる。ここでは，戦略とは
企業が将来の競争ポジショニングを改善することを目的として行われる企
業行動であり，環境変化に対する短期的・アドホックな対応ではなく，長
期的な視野に立ち十分な経営策定のもとに行われる行動を意味する，と指
摘するにとどめておこう。したがってそこには，企業が事業環境そのもの
を自らの望む方向へ改変していこうとする，能動的・ダイナミックな側面
を本質的に含んでいることがわかる。
　第三に，それでは「アライアンス」とはなにか。単なる企業間協定とは
異なるのか。異なるとすれば，どこに相違点があるのだろうか。この問い
に答えるために，本稿では，企業間関係の2つの次元，すなわち関係の継
続性と深さをアライアソスのクライテリアとして用いよう。
　企業間関係の「継続性」とは，アライアンスが長期間にわたって継続的
に明示的な合意のもとに行われる企業間関係であることを指している。そ
の意味で，1回限りの財・サービスの購買や，事後的にみれぽ偶然に行わ
れていた特定企業との継続的取引はアライアソスには相当しない。
　また企業間関係の「深さ」において，アライアンスは，カルテルなどの
いわゆる共謀とも異なる。後者は市場分割や価格維持などに関する単なる
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合意に過ぎず，そこに参加する企業は相互にそれ以上の関係性をもたない。
これに対してアライアンスでは，生産設備や技術，人的資源，経営ノウハ
ウ，流通チャネルなど，なんらかの実物的なアセットがパートナー企業間
で共有され，そうしたアセットの共同利用を通して特定の事業活動（新製
品・新技術・新生産プロセスの開発，インプットの購入，アウトプットの
販売，新市場の開拓など）が遂行されるという特徴をもっている。
　アセットの共有は，それぞれのパートナーが提供する貢献の相互関係に
よって，二つに分類できる（Contractor＆Lorange　1988）。一つは，異なる
タイプのアセットを相互補完的に持ち寄るもの。それによって，範囲の経
済性（economies　of　scope）やシナジー効果（synergy　effect）の発揮
が期待されている。これに対して，各パートナーが同種のアセットを貢献
する場合には，それらを1ヵ所に集中させることで規模の経済性（econo・
mies　of　scale）の実現を目的としている。いずれの場合でも，パートナ
ー間に支配・被支配関係は持ち込まれず，対等なパートナー間での資源の
相互捕完となっている点が，最近のアライアンスの特徴である。
　2－2．分析アプローチ
　以上のように国際的戦略アライアンスは，「国際」，「戦略」，「アライア
ンス」という3つの要素を同時にもつ経済組織であることがわかった。そ
うした複雑な現象に対して，さまざまな角度からのモデル化が可能となる
に違いない。ここでは，図表2のように，国際的戦略アライアンスとその
外部環境とのインターフェイスを重視するか，あるいはより内部まで立ち
入ってアライアンスそのものの構造やメカニズムの解明を重視するかによ
って，次の2つのアプローチに大別しよう。
　　①アライアンスの外側に位置する企業との競争関係に注目し，参加
　　　企業の競争ポジショニングを変更する手段として，戦略的な視点か
　　　らアライアンスにアプローチするもの，
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　　②アライアンス内部のメカニズムに注目し，パートナー企業間での
　　　インターアクションを分析対象とするアブβ一チ
　後者のアプローチはさらに，アライアンスを，（2－a）参加企業間での
ライバル関係に注目し，ゲーム的展開として分析するアプローチと，（2－
b）それぞれの企業がもつアセットの取引の場としてとらえるアプローチ
に分類できる。
図表　2　　国際的戦略アライアンスに対する分析アブ回一チ
’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
ノ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヘ
　　　　　　　　　　　　　　へ
、
　　　　アライアンス
　国際的戦略アライアンスの3要素との関わりでいえぽ，第一のアプロー
チでは，「戦略」的側面が重視されている。それに対して，第二の，アラ
イァソス内部のパートナー企業間でのインターアクションを重視するアプ
ローチは，主として「アライアンス」における企業間関係の継続性と深さ
に注目する。国際的戦略アライアンスのもう一つの構成要素である「国際
性」は，いずれのアプローチに対しても追加的因子として関わってくる。
　以上みたように，国際的戦略アライアンスは，（1）戦略的行動，（2）パート
ナー問でのライバル関係，（3）取引形態，の3つの側面から分析可能となる
ことがわかった。本稿以下の節では，紙幅の都合上，最初の2つの側面か
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らの分析のみを取り上げ，順に考察していきたい。パートナー問でのイン
ターアクションを取引の観点から論じるアプローチについては，内容的に
もかなりのボリュームになるので，旧稿の機会に譲りたい。
3．アライアンスの戦略的側面
　3－1．戦略的行動
　伝統的な経済モデルにおいては競争環境がアプリオリに仮定され，企業
とは，ある一定の市場構造に対して合理的な適応行動を示す「受動的」主
体（price　taker）でしかなかった。しかしながら現実の企業は，企業を
とりまく環境（競争関係）と絶えず「交渉」しながら，自らの意思決定に
対して環境がどのように反応するかを予測し（Cyert＆March・1968），そ
うした環境を自社にとって有利なものへと修正していこうとする，より
「能動的」な主体である。こうした伝統的な競争の枠組みそのものを否定
しようとする企業行動は，伝統モデルではとらえることができない。
　企業の「戦略的行動（strategic　behavior）」カミでてくるのは，この事業
環境を自らのコントロール変数としていこうとする，より能動的な企業像
においてに他ならない。Schelling（1960）は，自社のムーヴ（！nove）に
関する相手側の期待に働きかけて，自社に有利な行動を相手にとらせるこ
とを目的として行われるムーヴを，戦略的行動として明示的に定義づけて
いる。
　より一般化すれぽ，企業が自らコントロールしょうとする事業環境と
は，Porter（1980）の言うところの，産業の利潤率を決定する構造的特徴
（structural　traits）であり，それは5つの要因一同業他社，ユーザー，
サプライヤー，新規参入業者，代替製品一との競争関係によって規定さ
れる。そして，こうした競争要因（相手）から身を守り，自社に有利なよ
うにそれら要因を変化させることができるポジションを産業内に見つける
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ことが，企業の競争戦略となる。つまり，企業行動の「戦略的」要素は，
競争要因（相手）との相互作用の中で初めて意味をもちうることがわかる。
　企業の戦略的行動が競争相手との相互作用にあるとすれぽ，その分析に
は，ゲーム論的な考え方が有益となる。ゲーム的状況においては，企業は
自社の行動が相互作用メカニズムを通じて相手企業の利得水準に影響する
ことを知っているから，自分が相手の立場であればどのような行動をとる
ことが合理的であるかを考える。その上で，自社のさまざまな行動オプシ
ョンに対する相手の反応を予測し，どのオプションが自らにとって最も望
ましい反応を導くことができるかを考えることが，戦略的ムーヴとなる。
　したがって，企業間競争はもはや，比較優位や市場構造，あるいは相手
企業の行動など，事業環境を与件として受け取る受動的主体間で展開され
る決定論的メカニズムにはとどまらない。企業は戦略的行動を通じてそう
した環境と絶えず相互作用を繰り返し，その中で，新たな組織形態や新市
＝場を形成し，新製品や新生産工程を導入していく。そうした一連の運動が，
これまでとは異なる均衡を生み出し，ときにはゲームの規則それ自体を変
更してしまうことすらある。かくして競争は，「連続（sequential）」ゲー
ム的な様相を呈してくること（Jacquemin　1988）が理解されるのである。
　また，このダイナミックな企業間ゲームが国際的次元に広がると，ゲー
ムの構造およびその規則の決定者として，政府が重要な役割を果たしうる。
　ゲームは，ゲームの構造に関して参加企業がもつ情報に応じて完備情報
と不完備情報のケースに分類され，それに応じて，戦略的行動の内容も異
なってくる。
　完備情報（complete　information）のゲームとは，ゲームの構造，す
なわち各プレイヤーがとりうる戦略とその帰結としての利得の組合せが，
参加企業間で共有知識（common　knowledge）となっているようなゲー
ムをさす。この場合，ライバル企業の期待を変更するためには，企業の需
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要構造ないしは費用構造を「実際に」変化させることが必要となる。こう
した構造変化は，需要面では，製品差別化や新製品の開発，商標・特許政
策，規格の標準化を進めることで，また供給面では，生産設備の拡大や経
験プロセスの蓄積，要素市場のコントロールなどを通じて可能となるが，
そうしたムーヴが不可逆なコミットメントを形成し，ライバル企業にとっ
てクレディブルな（信愚性のある＝credible）ものとなる必要がある。
　これに対して，ゲームの構造に関する知識が企業間で同一に保有されて
いない状況を，不完備情報（incomplete　information）ゲームと呼ぶ。ゲ
ームの参加企業は，互いに相手の利得状況を正確には知らないわけである。
したがって，需要・費用上のパラメータが実際に変化しなくとも，自社の
コミットメントが回収不能であることを十分な確率で認知させることがで
きれば，ライバル企業の期待を変更することが可能となる。
　確かに現実社会では，企業はライバルの費用構造などに関して未知の部
分が多く，情報は多分に不完備性を帯びている。しかしながらここでの目
的は，上で述べた国際アライアンスの「戦略性」をわかりやすく記述する
ことにあるから，単純化のため，以下では完備情報のケースに限定して議
論を進めることとする。
　3－2．戦略的アライアンス
　ァライアソスはアセットの継続的な共有を通して，参加企業にさまざま
な直接的利益をもたらす2）。すなおち，
　　（1）R＆D資源の集中による重複投資の回避，
　　（2）規模の経済性や経験効果を通じた生産の最小効率規模の実現，
　　（3）　リスク・シェアリング
　　（4）競争の緩和
　　（5）各自がもつ技術・情報・ノウハウ・顧客などの相互補完。
　　（6）異なる企業文化をもつ企業との接触から生まれる情報創造や企業組
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　　　織の活性化
を通じて，参加企業の費用構造や需要構造に影響を与えることができる。
　（1）から（4）までは，資金や生産設備，マーケット・アクセスなど，基本的
には同タイプのアセヅトを共有することで，規模の経済性を実現しようと
するものである。それに対して，（5），（6）は，互いに自社がもたない強みを
相互補完することでスコープの経済性やシナジー効果を発揮し，1社だけ
では解決できない問題に取り組もうとするものである3）。なお，（1），（2＞，
（4）のメリットは，基本的には同業他者とのアライアンスから発生するが，
（3），（5），⑥については，場合によっては異業種企業同士の方がメリットが
大きくなる可能性がある。なおこれらメリットは，それぞれが単独で発生
するというよりも，いくつかのメリットが同時並行的に追求されることも
多い。
　こうした費用・需要の構造変化は，アライアンスに参加する企業の利潤
を直接増大させるだけにとどまらない。重要なのは，そうした構造変化が
ライバル企業の期待に働きかけることでゲームの均衡をシフトさせ，その
結果，アライアンスが「戦略的」効果を発揮する点にある。
　アライアソスがもつ戦略的効果をここでは単純化して，2段階ゲームで
考えよう4）。一つの産業内に企業X，Y，　Zがいるものとする。マーケッ
ト情報の収集能力にすぐれているXが先手企業（first　mover）としてま
ず参入に関する意思決定を行い，Y，　Zはその後に意思決定を行う後手企
業とする。それぞれの企業が参入するかしないかに対応して，図表3のよ
うな利得マトリクスが得られる。市場規模に限界があるために，すべての
企業が参入すれぽ過当競争を招き，それぞれが損失を受けるが，Y，　Zが
参入しなければ，Xは独占利潤10を獲得できる。　Y，　Zはアライアンスの
有無とは無関係に結合利潤最大化行動をとるものとする。またアライアン
スは関係の互恵性にその特徴があるから，両者はシンメトリックな企業で
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あると仮定すれば，利得は折半される。
　　　図表　3　　アライアンスが行われない場合の利得マトリクス
Y，Z
参入するαYZ 参入しないβ、7X
参入するαx 一4，（一2，一2） 20，（0，0）
参入しないβx 0，（10，10） 0，（0，0）
　この場合，企業Xの戦略Pxに対するY，　Zの最適反応戦略をRYZ（Px）
で表すと，
　　　　RYz（αx）＝βYz，　　　RYz（βx）＝αYz
となる。Xは，このY，　Zの反応様式を承知の上で，自社の利得を最大化
するような戦略を選ぶ。
それぞれの企業が戦略Px，　PYzを選択したときの，　Xの利得Sx（Px，　PYz）
は，
　　　　Sx｛αx，　RYz（αx）｝＝Sx（αx，βYz）＝20
　　　　Sx｛βx，　RYz（βx）｝＝Sx（βx，αYz）＝0
したがって，先手企業であるXは市場に参入（αx）して，YとZはそれ
に対して最適反応戦略となる不参入（βYZ）を選択し，ゲームが終了する。
このようにプレイヤーのムーヴに先手・後手があるようなゲームの解は，
シュタッケルベルグ均衡鯉と呼ばれる。
　ここでのケースが示すように，Xだけが市場に参入できたのには，　Xが
Y，Zに先んじて市場に参入することで，マーケット・シェアを先取りで
きたことが効いている。先手企業Xは，例えば自社がもつすぐれたマーケ
ット情報収集能力などを利用すれぽ，いち早くゲームの構造を理解して，
不利な戦略の組（βX，αYZ）が選択されることを阻止できるのである。な
自社にとってお，参入に先だってXは当該マーケットに特殊的な投資を行
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いコミットメントをしていると仮定するから，Xの参入戦略はクレディブ
ル（credible）なものとなる。
　ここで，Y，　Zがアライァンス関係を結べば5），先に列記した需要・費
用構造の変化を通じて，トータルで10の直接的なネット・ベネフィットが
得られるとしよう。その結果，利得マトリクスは図表4のように変化する。
その結果，Xの戦略（Px）に関わらず参入する（αYZ）ことがY，　Zにと
って支配（dominant）戦略となる。したがって，企業Xが先手を打てた
としても，合理的な企業であれぽY，Zが参入すると予想するから，（βx，
αYZ）が唯一の均衡解となる。
　ここでの単純な例示からも明らかなように，アライァンスは，そこに参
加する企業に直接的なメリットをもたらすだけにとどまらない。アライア
ンスを通じてゲームの構造自体が変化し，ライバル企業Xに対して参入阻
止効果を発揮するのである。その結果，Y，　Zのトータルの利益はそれま
での0から30へと増加し，アライアンスによる直接的な利益10を上回る利
益を獲得できることがわかる6）。
図表　4　　YとZがアライアンスを行う場合の利得マトリクス
Y，Z
参入するαYZ 参入しないβYZX
参入するαx 一4，（3，3） 20，（0，0）
参入しないβx 0，（15，15） 0，（0，0）
　3－3．政府の役割
　ビジネスの場が国際的次元にまで広がると，企業が戦略的行動を用いて
連続ゲームを展開する中で，政府もまた重要な役割を果たしうる。企業間
で戦略的競争が展開される一方で，国家間でもまた，自国産業の国際競争
力の強化や国際的な所得分配をめぐって同様の競争が展開されているから
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である（K：rugman　1986）。
　政府は，一般に，次の2種類の介入を通じてゲームの均衡解に影響を与
えることができるであろう7）。
　第一は，ゲームの規則を変更すること。例えば，軍事産業などの戦略産
業においてみられ為ような政府調達や，市場が急成長しつつある産業での
規格の標準化を通じて自国企業に先発者の優位性を与えることで，上のケ
ースとは逆のシュタッケルベルグ解を作り出すことが可能となる。したが
って，アライアンスの直接的メリットが企業Xの参入阻止効果をもつまで
に十分大きくならない場合でも，Y，　Zが先手企業となるから，　〔不参入，
参入〕が均衡戦略となるであろう。
　第二に，ゲームの規則には手をつけずに，ゲームの構造を変化させるこ
と。例えば，厚生的観点から正当化されれぽ，政府は自国企業に対する補
助金その他の優遇措置を通じて費用構造を変化させ，均衡解をシフトしょ
うとするかもしれない。Jacquemin（1988）にならって，次のようなケー
スを考えよう。
　ある産業において，A国市場には国内企業Xが存在し，　B国市場には国
内企業Y，Zが潜在的参入者として存在する。ただし，　Y，　Zは，両国市
場とも単独では参入できず，参入を果たすためにはセットアップ・コスト
Kを支出して合弁企業を形成しなくてはならない。ここで，次のような，
3段階ゲームを考える。まず第1段階では，Y，　Zが合弁企業を設立して，
市場に参入するかどうかを決定する。次の第2段階では，B国政府が自国
企業同士ののアライアソス形成を援護するかどうかを決定する。さらに第
3段階で，A，　B両国政府がそれぞれ自国の効用（総余剰）最大化に従っ
て，自国市場をオープンにするか，あるいはクローズするか，という選択
を行う。政府のそれぞれの選択に応じて，両国は，図表5のような利得
（総余剰）を獲得する。なお，企業が外国市場へ参入するには直接投資が
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唯一の手段で，その場合，現地で生み出された利潤はすべて本国に送金1
れるものとする。
図表　5
B OPEN CLOSEA
OPENSA2十PA2十PB2，　SB2十PB2十PA2－KSA2十P、2，　SB1十pB1十pA2－K
CLOSESAI十pAl十pB2，　S．B2十pB2－KSA1＋P＾1，　SBI＋PBI－K
Pll……i国市場における独占企業の利潤
pi2…づ国市場における複占企業の利潤
si1……i国市場における独占下での消費者余剰
si2……i国市場における複占下での消費者余剰
　　　　　　　　　　　　　　　　　i＝A，B
　ここで，市場が独占から複占ヘシフトすることによる企業利潤の低下∠
Pよりも，競争促進による消費老余剰の増分△Sの方が大であると仮定旧
れば，複占下の総余剰〉独占下の総余剰となる。すなわち，
　　　　SA2＋PA2＞SA1＋PAl
　　　　SB2＋pB2＞SB1＋pB1
したがって，相手国がどのような戦略をとっても，自国市場は開放（opeη
することが両国にとって支配（dominant）戦略となることが，図表5カ
らわかる。かくして，両国とも自国市場を開放し，自由貿易体制を維持つ
ることが支配均衡戦略となる。
　B国企業Y，Zは，自由貿易が政府間ゲームの均衡解となることを知く
ているから，
　　　　PB2＋PA2－K≧0
となれば，合弁企業を設立して市場参入するであろう。したがって，合ヂ
企業のセットアップ・コストKが高すぎて，Y，　Zの参入が困難なケーヌ
では，Kの一部（すなわち，　K一（PB2＋PA2））を補助金で補って参入を支
援することが，自国の立場からもまた世界全体の厚生の観点からも正当イヒ
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される。
4．パートナー企業間でのライバル関係
　前節での議論から，アライアンスには直接的なメリットのみならず，戦
略的効果という間接的なメリットのあることが明かとなった。しかしなが
ら，各企業のアライアンスへの参加と協力は自発的なものにすぎないから，
協調的なアライアンスそれ自体が果たして実現可能（enforceable）なも
のとなるかどうかは疑わしい。各参加企業は可能であれば，できる限り多
くの情報を専有してパートナーを出し抜いたり，重要な資源の供給を絶つ
とかアライアンスを解消すると脅したりして，少しでも多くの利益をアラ
イアンスから引きだそうとするであろう（Jacquelnin　1987）8）。アライアソ
スの内部においては，このように，「非協力（non－cooperative）ゲーム」
が展開されていると考えるべきである。
　非協力ゲームとは，拘束的協定（binding　agreement）が存在せず，し
たがって各企業が自社の戦略を独自に決定できるようなゲームである。し
たがって，そこでの均衡解がパレート最適な解となる保証はない。各パー
トナー企業がそれぞれ利己主義的な戦略をとれぽ，アライアンスは所期の
効果を発揮できないかも知れない。本節では，アライアンスそれ自体がも
つ非効率な帰結とその解決の可能性を検討しよう。
　4－1．囚人のジレンマ
　ここで，アライアンスに参加するY，Z間で，図表6のようなゲームが
展開されていると想定しよう。それぞれの企業は〔協調する，裏切る〕と
いうジレンマに遭遇する。裏切りによって巨額の利益を手にいれようとす
ると，相手も裏切り行為に出た場合，どちらにとっても不満足な結果しか
得られない。かといって，自社だけが協調路線をとっているのでは，相手
から搾取されてしまうであろう。いわゆる「囚人のジレンマ」のケースで
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ある。
　このケースでは，パートナー企業がいかなる戦略をとろうとも，「裏切
ることが最善となる。どちらの企業にとっても〔裏切り〕が〔協調〕を支
配する戦略となるから，唯一の均衡解は〔裏切り，裏切り〕で，それぞれ
の利得は〔2，2〕となる。
　　　　　　　　　　　　　　図表　6
　　Z
x 協 調
一星?切り
協　調
?切り
??，
1．7
Q．2
　もちろん，この均衡解は，両者が協調すればどちらの利益も増大するか
ら，パレート効率性からみて劣位の解である9）。個人的には合理的な行動
が導く帰結が，集団としてみれぽ合理性を満たしていないわけである。こ
こにジレンマが存在する。
　Y，Zが相互にコミュニケートして，〔協調〕戦略をとるべく協定を結
んだとしても，それは均衡解とはなり得ない。どちらの企業にとっても，
この協定を遵守するインセンティブが存在しないからである。
　それでは，こうした非効率性をいかにすれぽ解決できるだろうか。
　4－2．明示的協定と黙示的協定
　囚人のジレンマに代表されるような，非協力ゲームにおける非効率な均
衡解を回避する一つの方法に，協力ゲームへの移行が考えられる。戦略的
アライアンスを，そこに参加する企業が自らの戦略を独自に（self－interest
に従って）決定する非協力ゲームとしてでなく，それぞれの戦略が事前の
合意にもとつく拘束的協定によって決定される「協力（cooperative）ゲー
ム」の場としてとらえようとするものである。協力ゲームにおける均衡は，
万一パレート効率的でない結果が生まれたとしても，話し合いによってそ
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れを改善できるような戦略にそれぞれが転換することが可能であるから，
常にパレート効率性を満たしている。
　協力ゲームの考え方に従えば，事前の話し合いによる合意は拘束力をも
つ協定へとスムーズに移行できるから，アライァンスは常にパレート効率
的に形成される。そして，数あるパレート効率点の中からどの点が選択さ
れるか，言い替えれば，アライアンスが生み出す利潤が当事者間でどのよ
うに分配されるか，が論じられる。例えば，Svejnar＆Smith（1984）
は，アライアンスの一つの形態である合弁事業を，「そこに参加するすべ
てのパートナーにとって，少なくとも参加しない場合と同等ないしはそれ
よりもベターオフするような組織」と定義づけている。これは，アライア
ンスへの参加と貢献を意味する集団的合理性（collective　rationality）
が個人的合理性（individual　rationality）の条件と整合的なものと位置
づけ，協力ゲームでの分析の正当性を主張することに他ならない。その上
で，国際的合弁事業の利益分配を，多国籍企業と現地企業（さらには現地
政府）問でのナッシュ協力交渉（bargaining）ゲーム10）の枠組みで分析
している11）。
　しかしながら，協定がいかにして拘束力をもつかに関して，多くは語ら
れていない。通常，ただちに想起されるのは，拘束的協定を第三者の強制
力に頼るものである。裏切りを明示的に禁止した協定を締結し，協定破り
があった場合には，裁判所や仲裁機関などによって法的制裁が加えられる。
制裁の威嚇を用いることで，アライアンスの拘束力を維持していこうとす
る方法である。
　ところが拘束的協定を締結し，それを維持していくには，一般に，膨大
なモニタリング・コストや訴訟コスト，さらには時間的なコストがかかる。
また，アライアンスが国際ビジネスの場で行われる場合には，国際法や国
際裁判所，あるいは国際警察機構が十分に機能していないため，非常に不
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安定なものとなりやすい。こうした点を考慮すれぽ，国際アライアンスは
むしろ非協力ゲームとしてとらえる方が適しているように思われる12）。
　他方において，このような協力ゲームへの移行が困難であるとしても，
各パートナー企業が共通の価値体系を共有することで非協力ゲームを黙示
的協定のレベルまで高め，協力ゲームの場合と同じ帰結をもたらそうとす
る方法も考えられる13）。アライアンスに参加する各企業間でのルースな結
び付きを維持しながらも，何らかの求心力のもとに強く統合していくこと
で，アライアンスをネットワーキングとして束ねていく方法である。現実
に，あらゆる経済組織は歴史的・社会的・文化的コンテキストの中で初め
て意味づけられているのであって，そこでは一定の価値体系の共有を通じ
て，それぞれが利己的動機にもとつく経済主体の単なる寄せ集めではなく
なっている。国際的アライアンスはこれまで共通のコンテキストをもたな
かった企業間での組織作りではあるが，そこでも，経済的な目的遂行を補
完する働きをもつ経済外的な要因を作り出すことが期待されているのであ
る。
　4－3．政府介入
　囚人のジレンマの解決を，上でみたような協力ゲームへの移行や価値体
系の共有化といった方法に頼るのではなく，非協力ゲームの枠内にとどま
りながら，何らかの仕組みを追求する方法はないであろうか。ここでは，
政府介入によって利得マトリクスを変化させ，ジレンマの存在しない状況
を作り出せるかどうかを検討しよう。
　例えば，図表7（a）では，両老が互いに協調してアライアンスが成功した
ときのみ政府が補助金を与えることで，両社がともに協調行動をとったと
きの利益が囚人のジレンマの場合よりも大きくなるような状況が作り出さ
れている。この場合，〔協調，協調〕と「裏切り，裏切り」の2つのナッ
シュ均衡戦略が存在するが，パレート最：適な戦略は，両社ともが協調行動
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図表　7
（a）
Z
協　調 一裏切りY
協　調 8．8 1．7
裏切り 7．1 2．2
（b）
Z
協　調 裏切りY
協　調 5．5 1．4
裏切り 4．1 一1，一1
をとることにある。
　複数の均衡解のうち，パレート最適な方を実現しようとする際にも，政
府は実質的な役割を果たしうる。ここでのパレート最適解は，アライア
ンスに参加する企業に対して協調的行動への「注目点（focal　point）」
（Schelling　1960）を作り出したり，事前のコミュニケーションによって合
意を行わせる，あるいは一方のパートナーが主導権を握って協調的に行動
することをあらかじめコミットする，などで達成可能となる。こうした方
向づけが政府の主導のもとで可能となれば，複数の可能性の中から望まし
い解を選びとることができるのである14）。
　利得マトリクスを変化させるもう一つの方法は，補助金とは逆に，政府
がモニタリングによって裏切り行為を厳しく監視し，それに対してペナル
ティーを課すというものである。例えば，ペナルティーを一3とすれぽ，
利得マトリクスは図表7（b）のように変化する。その結果，両企業にとって
協調が支配戦略となり，ゲームは強い安定均衡をもつようになる。
　以上のように，利得マトリクスの変化を通じてゲームの構造を変化させ
ることができれぽ，非協力ゲームの均衡解も変化しうること，しかもそう
した役割を政府が介入によって果たしうるということが，重要である。
　牛4．繰り返しゲーム
　非協力ゲームの枠内にとどまりながらジレンマを解決しようとするもう
一つの仕組みに，非協力ゲームの次元を高めることによって，協力ゲーム
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の場合と同等の成果を生み出そうとする試みがある15）。つまり，ゲームを
反復的に繰り返すことで，パートナー間での合意を確固たるルールにまで
高めようとするものである。企業間のアラィァンス関係が1回限りの取引
で短期的に解消するものでなく，継続的なものであることを考えれば，ゲ
ームが繰り返し行われるプロセスの中で均衡解がシフトする可能性は高い。
　ゲームが反復的に行われる場合，t期における企業の意思決定はその期
の結果を決定すると同時に，将来の結果にも影響する。すなわち，t期に
おいて企業が裏切り行動によって単発的な（one　shot）利益を得ようと
しても，それが後のゲームにおいてパートナー企業による報復を招き，
t＋1……t＋n期の利益の減少によって相殺されてしまう可能性が高い。企
業は将来の期待余剰フローが最大となるような選択を行うから，パートナ
ーによる報復を念頭におけば，より協調的な行動をとることが期待される
わけである16）。
　すべての企業i（i＝Y，z）は，パートナー企業がそれ以前のすべての期
間にわたって裏切らない限り協調し（Ci），一度でもパートナーが裏切れ
ぽ報復として次期以降のすべての期間にわたって裏切る（Bi）という，
トリガー（trigger）戦略にしたがう無限反復ゲームを考えよう17）。各企業
は，利潤流列の現在価値の最大化を目的とする。なお，裏切り行為は，他
のすべての参加企業によって即座にモニターされうるものとする。
　すべての参加企業がすべての期間にわたって協調戦略を選択すれば，各
企業の利潤は，
　　　　　　　　　　　πci＝ΣωtSci＝（1＋ω＋ω2＋……）Sci＝Sci／（1一ω）
　　　　　　t－O
　　　　　　　SGi……各期におけるi企業の協調戦略による利潤
　　　　　　　ω＝1／（1＋r），　r……割引率（すべての企業に同一）
となる。
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これに対して，t期に裏切り戦略に転換する企業iの受取は，
　　　17B1＝Sci＋ωSci＋……＋ωt－1Sci＋ωtSM1（PMi，　Pcj）＋ωt＋1SBエ＋……
　　　　　コ（1一ωt）Sc」／（1一ω）＋ωしSMi＋ωt＋1SBi／（1一ω）
　　　　　　PMi・…・・j企業が協調戦略（PCj）をとる際のiにとって
　　　　　　　　　　最良の裏切り戦略（i≒j）
　　　　　　SBi……すべての企業が裏切り戦略をとるときのiの利潤
となる。
したがって，すべての参加企業iにとって，
　　　17Ci＞刀FBi
となるためには，
　　　1Zci－17Bi＝｛Sci一（1一ω）SHi一ωSBi｝ω▽（1一ω）＞O
　　　SCi一（1一ω）SMi一ωSBi＞0
すなわち，
　　　ω〉　（SM1－SCi）／（SMi－SB五）＝λ
が満たされることを必要とする。
ただし通常，
　　　SOi＞SBi　カ、つ　　SMi＞　○○
と仮定できるから，　λは1より小さい。しかも，
　　　ω〈1
であることから，
　　　　1＞ω〉λ
が成立しなくてはならない。
　したがって，ωが十分頃1に近似すれぽ，すなわち各企業が近視眼的
にならず将来に十分目価値を置くことができれぽ，パートナー間に明示的
な協定がなくとも，各企業は協力戦略をとり続けることがわかる18）。しか
も，パートナー企業間の関係がアグレッシブなものとなり，報復が厳しい
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（SB1が小）ものになるほど19）λの値は小さくなり，各企業がアライアン
スを維持しようとする可能性は高まる。
5．結びにかえて
　以上本稿では，国際的戦略アライアンスを，アライアンスの外部に位置
する競争相手との戦略的側面と，アライアンス内部のパートナー企業間で
のライバル関係の二つの側面から，どのような考察が可能となるかを吟味
してきた。もちろんアライアソスは，産業の中では一つのユニヅトとして
行動しているように見えても，その内部を見れば少数の参加企業によって
支えられているものであるから，上の二つの分析アプローチで扱った側面
を同時に含んでいるのは当然のことである。したがって，両アプローチは
相互排他的というよりは，相互に補完し合うべき性質のものといえる。
　戦略的側面に関する考察からは，アライアンスには，新技術の獲得やコ
スト削減，あるいは製品差別化を実現するような直接的な効果と，参入阻
止の形成ないしは参入障壁の克服を導く戦略的な効果があることがわかっ
た。しかも，国際的な企業間競争がますます激化する今日的状況にあって
は，戦略的効果がより重視されるべき点を指摘した。しかしながら，そう
した効果を生み出すための手段としてのアライアンスは，パートナー間で
のライバル関係の考察でみたように，大きな不安定要因を抱えていること
もまた事実である。したがって今後は，相互に補完し合うべき二つのアプ
ローチが抱えるこうしたジレンマを克服し，両者をいかにして統合してい
くか，が課題として残るであろう。
　それに対する回答が，本稿では簡単に触れるだけにとどまりその中身に
までは議論することができなかった第3のアプローチ，すなわち取引形態
としてのアライアンスへの接近法の中に見いだせるのではないかと，われ
われは考えている20）。
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　「アライアンス」の定義でも述べたように，それはパートナー企業間で
何らかのアセットが共有される点において，カルテルや単純な協定とは異
なっていた。また，それぞれの参加企業が法律上も経営上も対等な独立企業
としての自律性を維持している点で，アライアソスは親会社・子会社の関
係や企業内の事業部間の関係とも異なる。とすれば，それぞれの企業がもつ
アセットを相互に取引する際の，市場でも企業組織でもない中間的な取引
形態として，国際的戦略アライアソスにアプローチすることが可能となる。
　つまり，アセットの取引の形態として，なぜアライアンスが選択される
のか。逆に言えば，同じ効果を発揮するために，アライアンスよりもオー
ガナイズしゃすくも見える取引形態（市場ないしは企業組織）がなぜ選択
されないのか。こうした問いかけを通して，アライアンスを機会費用の中
で評価しようとする。これが，中間組織的な取引形態として国際的戦略ア
ライアンスにアプローチする方法である。
　取引形態との関わりでいえぽ，戦略的アプローチは市場との対比におい
て，またライバル関係アプローチは企業組織との対比においてアライアン
スをとらえようとするものといえる。したがって，より包括的な代替的取
引形態を考慮にいれながら，それら代替案との機会費用の中でアライアン
スを評価しようとする取引形態アプローチは，本稿で検討した両アプロー
チがもつジレンマを克服してくれる可能性を秘めている。この点について
は，別の機会で論じる予定である。
注
1）例えば，日本の自動車メーカーに対抗するために，米国のビッグ・スリーは
　次世代技術における共同研究開発を中心として広範な領域で提携を行っている。
　また，IBMは，　NECによってほぼ独占されている日本のパソコン市場への参
　入を果たすため新たなOS（DOS／V）をベースにオープン・アーキテクチャー
　グループを形成しているし，最近では，世界市場での地歩を再度固めるために
　アップルとの広範な業務提携を開始した。
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2）Harrigan（1987），αmtractor＆Lorange（1988）がより包括的に分類・整
理している。なお，そこでは「戦略的」貢献という用語が使われているが，あ
　くまで分類上の意味しかもっておらず，「戦略性」に関して厳密な分析的定義
がなされているわけではない。
3）例えば，新たなコンセプトにもとつく新製品の開発や，環境問題への取り組
　みなどが挙げられる。
4）ここでの例題は，　Krugman（1987）のボーイングとエアバス問での競争に
　おける戦略的貿易政策のモデルを応用したものである。
5）もちろん，YがZとアライアンスを結ぶ以前に，どちらか一方がより競争力
をもつXと提携する可能性もある。この点に関してMucchielli（1990）は，
（1）Xとの提携をめざすY－Z間での競合が互いに自滅的なものとなる，（2）Xを
　巨大な（例えば米系）多国籍企業，YおよびZを自国（ないしはEC）企業と
見立てれば，自国政府（EC委員会）による補助金やその他の優遇措置を通じ
た介入が行われる，などの理由から，リーダー企業Xとよりも，フォロワーで
　あるY－Z問でアライアンスが行われる可能性が高いと指摘している。
6）Mucchielli（1990）はこれを戦略的優位性と呼び，折衷モデルの中で国家特
殊的優位，企業特殊的優位との組合せいかんで国際的アライアンスが行われる
　と論じている。
7）しかも政府による介入は，大量資金を投入して長期にわたって損失を出して
　も耐えられるし，政治的慣性（inertia）が働くため，一般に私企業の戦略より
　もはるかにクレディビリティは高いと考えられる。
8）とりわけアライアンスが価値連鎖の川下で行われるに従って，こうした危険
性は高まるといえるであろう。基礎的な研究段階は公共財的な性格をもってい
　るが，開発段階や生産，販売と向かうに従って，そこでの成果はすぐさま競争
力の源泉となる企業特殊的優位の形成につながるからである。
9）囚人のジレンマのような極端な状況とは違って，支配戦略をもたないゲーム
　も多い。そこでは通常，ナッシュ均衡（Nash　equilibrium）概念が用いられる。
すなわち，n人のプレイヤーからなるゲームにおいて，戦略PNiがすべての
　i（i＝1，……，n）に対して，
　　　Ui（pN1，……，　pNi＿1，　pNi，　pNi＋1，……pNn）
　　　　　　　　　　　　≧Ut（pN1，……，　pNi＿1，　P－Ni，　pNi＋1，……pNn）
を満たす場合に，
　　　PN≡（PN1，……，　PNn）
はナッシュ均衡解である。
　これは，他のプレイヤーがナッシュ戦略を選択し続ける限り，すべての企業は
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　ナヅシュ戦略から離れない方が有利であると主張しているにすぎず，支配戦略
　均衡と比べて弱い均衡概念である。ナッシュ均衡においても，それがパレート
　最適である保証はない。
10）ナッシュ協力交渉ゲームは，パートナーの交渉力をゲームの解（Nash
　solution）の決定要因として明示的に扱い，解が充足すべき要件として資源の
　パレート効率性や公正性などを数学的公理として定式化し，それらを充足する
　比率（ナッシュ解）が唯一存在することを示した（Nash　1950）。それによれ
　ば，参加企業がアライアンスを行うことで得られる利益の分配額と，それぞれ
　が単独で実現可能な利益との差（アライアンスで得られる利益の増分）の積が
　最大となるような分配点がゲームの解となる。
11）こうしたアプローチは，海外市場への参入形態の選択を多国籍企業の主体均
　衡から論じることを目的とする限りにおいては，正当化されるであろう。また
　同様に小野（1985）も，交渉ゲームで国際合弁事業を分析している。ただし，
　そこでは，合弁事業の構造（保有比率，投資額，資本設備）を決定する交渉と，
　合弁事業収益の分配交渉という，2段階の交渉ゲームが想定されている。
12）McMillan（1986）も，国際法や国際警察の欠如から国際的には拘束的協定
　は成立しないから，国際経済に関わる諸問題は非協力ゲームによってモデル化
　されるべきであると主張している。
13）Hennart（1986）は，企業内部でのフリーライダーの問題（shirking）を扱
　うなかで，まっとうな情報交換メカニズムをデザインできないような状況では，
　こうした価値体系の共有化（Hen■artはこれをsocializationと呼んでいる）
　の重要性を指摘している。
14）伊藤他（1988）は，日本政府の産業政策や将来ビジョンの提示，あるいは日
　本開発銀行の融資による「呼び水効果」などが民間企業に対して注目点を提供
　し，また，通産省の各種委員会・審議会が民間企業の間で事前のコミュニケー
　ションの場を提供したことが，協調的行動を引き出すのに貢献したと，評価し
　ている。また，主導権を握るパートナーには，政府による要請や指導を受けた
　代表的企業や，場合によっては政府系企業が直接アライアンスに参加すること
　で，この役割を果たしうると考えられるであろう。
ユ5）Taylor（1987）はこれを内的（interna1）あるいは自発的（voluntary）ソ
　リューショソと呼び，ここで扱った繰り返しゲームを含めて，さまざまな可能
　性を分析している。
16）Friedman（1986）を参照。
17）Axelrod（1984）は，こうした戦略よりも，パートナーが裏切った次期のみ
　報復をするという，いわゆる「しっぺ返し（tit　for　tat）」戦略の方が，より
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　緩い規律しか企業に要求しないし，また効率的であることを示している。
18）図表6で示した利得マトリクスにおける2人ゲームのケースに当てはめれ¢
　1＞ω＞0．4となる。なお，ωの値が十分でなかったり，有限回のゲー4で凌
　つたとしても，評判（Reputation）効果が働いて裏切りに対する報復がアライ
　アンスの外部にまで及ぶ状況では，企業は協調的行動をとる可能性がある。讃
　しくは，長谷川（1988）を参照のこと。
19）例えば，パートナー企業間での接触を高めれば，一方では，相互に特殊餅
　（specific）資産が形成されパートナーと「手を切る」ことがデメリットとね
　り，また他方では，パートナーの裏切り行為を発見するコストと時間の節約に
　つながるから，こうした環境が形成されやすい。
20）長谷川（1990）では，この問題に関して予備的な考察を行っている。
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